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は じ め に
本 稿は,戦 前 日本の知 識人,と くに社会科学の分野の専門家 ・論者たちが,
同時代 の ドイツ ・ナチスの経済思 想をいかに分析 し,ど の ように評価 して い
たかを,ヒ トラー主導 のナチス党が政 権を掌握.した1933年 直 後 の 時期 を中
心 に考察 しよ うとす る ものである。
ナチス党(民 族 〔または国民〕 社会主 義 ドイ ツ労 働者 党Nationalsozial-
istischeDeutscheArbeiterpartei,NSDAP)やヒ トラー( dolfHitler)
の行動や思想 に対す る同時代 の日本人 の関心 は,同 党が ドイツの政権 を獲得
す る以 前か らみ られ,と くにマル クス主義の分野で は,ナ チズムの本質 をめ
ぐって1933年 以前か らす でに活発 な議論が くり広 げ られて い た。 この時期
の 日本 のマル クス主 義者 た ちの ファシズム論 に関 しては,今 日,い くつか興
味深 い研究 が公 にされてお り,本 稿 で問題 に しょ うとす るナチスの経済観の
特徴 に関 して も,当 時のマル クス主義者 たちのその認識 があ る程度 まで言及
されてい る(1)。しか しなが らナチスの経済思想が戦前 の 日本 の社会 科学 の分
野 にお いて全面的な分析対象 とされるのは,ヒ トラー主導 のナチス党が,単
な る運 動 と してだ けでな く,ド イツにおいて実際 に権力 を も掌握 するに至 っ
(51)51
政経論叢 第71巻第1・2号
てか らであり,同 時代の日本の知識人が,自 身をとりまく状態や自国の深刻
な社会的 ・経済的状況に ドイツの事情を結びつけ,上 の事実を身近な現実問
題として受け止めてからであった。1933年 ・1934年 は,そ の意味で日本に
おけるナチス経済思想に関する分析が本格的に開始 された時期ということが
できる。
本稿では,こ の時期のナチス経済思想分析の成果の中から,法 学(民 法学)
の我妻栄(東 京帝国大学法学部教授)、,経済思想史 ・社会学の加田哲二(忠
臣)(慶 慮義塾大学経済学部教授)及 び長守善(東 京帝国大学大学院修了 ・
南満州鉄道株式会社)の 三人の先駆的な論文ない し書物を取 り上げ,彼 らが
ナチスの経済思想をいかに捉え,か つ論 じていたかを見ることにする。
」二の三人はいずれもマルクス主義の立場に立つものではない。三木清 らと
共に昭和研究会で活躍することになる加田哲二は,マ ルクス主義の影響を強
く受けてはいたが,狭 義のマルクス主義者ではな く,ま た我妻栄はナチズム
に対 して終始批判的ではあったが,そ の立場はワイマール的民主主義の観点
に立 っていた。 日本経済学の提唱者土方成美(東 京帝国大学経済学部教授,
後退職)の 門下の長守善は,反 対にマルクス主義を批判 し,ナ チズムを積極
的に評価する人物であった。つまりここで取」二げるナチス分析は,マ ルクス
主義の分野の外側で展開された成果ということになる。そしてこの三人は,
そのナチス分析を,こ の後,国 家的な弾圧の強まりの中でマルクス主義系統
のファシズム論が徐々に排除 され②ていった時期にも継続 し,そ の成果は戦
時体制の下で も跡絶えることなく公にされた。本稿が対象 とするのは,ま さ
に ドイツ ・ナチス体制期にぴったり重なる,同 時代の日本の非マルクス主義
分野のナチス経済思想の分析 ということになる。
さて,本 稿が問題に しょうとするこれらのナチス分析は,こ れまで殆ど全
く注 目されることがなかった。 日本 ファシズム研究の観点から戦前日本のファ
シズム論を究明する,安 部博純 ・吉見義明 ・神田文人各氏 らの研究(3)におい
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ても,ま た山口定氏をは じめとする精緻なナチズム論史やナチス思想史の研
究④においても,全 くといってよいほど取 り上げられていない。その理由は
恐 らくそれらのナチス分析の質ないし水準に対する否定的な評価と結びつい
ているといってよいだろう。たとえば 『日本ファシズム研究序説』の著者安
部博純氏は,非 マルクス主義の分野のファシズム分析に注目しつつ,今 中次
麿著 『独裁政治論叢書』全4巻(1932年)と 具島兼三郎著 『ファッシス ト
国家論』(1933年)を 戦前 ファシズム研究の一つの水準を示すもの として高
く評価 したあと,こ う述べている。
「もちろん量的にはその後の時期 〔1932・3年以後〕 の方が多いが,質 的
にはこの時期が もっとも充実 しているように思 う。それは,32,3年 の段階
までは反 ファシズムの観点からの研究が主流を しめていたのにたい して,日
本のファッショ化が進み,国 際的にもファッショ国家間の提携が進め られる
段階になると,親 ファシズムの立場からの研究(な いしは紹介)が 多 くなる
からである。」⑤つまり戦前のナチス(フ ァシズム)分 析 は,こ こでは社会科
学的な質と水準の観点か ら捉え られており,1932,33年 以後のそれは,反
ファシズムの観点の後退,親 ファシズム化の故 にあたかも質的に劣 り,評 価
に値 しない,と いうようなニュアンスが言外に含 まれているかの印象をこの
認識は与える。本稿で取上げる三人のナチス分析は,ま さに日本のファッショ
化の進むその時期に向けて発表されているから,氏 の考察の対象からそれが
はずれるのは,そ の意味では当然のことなのかも知れない。
だがそのファッショ化が進行 し,国 際的にもファッショ国家間の提携が進
められたその時期 こそ,ま さにナチズムの経済思想が,国 家主義的運動に対
して,そ れ以上に日本のそのファッショ化の過程そのもの,体 制 としてのファ
シズムの形成それ自体に対 して,強 い影響を与えることになったことに留意
しなければならない。近衛新体制,と くに経済新体制における公益優先の原
則と指導者原理,経 済団体の再編成の方針は,「公益は私益 に優先する」を
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大原則に掲げ,指 導者の役割を重視 し,早 くから経済の組織化を試みたナチ
スの経済思想や政策思想から大きな影響を受けていた。このことは同時代人
が認めるところであり,ま た研究史上も示唆されてきた事柄である(6)。そう
であるならばナチズムがこの時期の日本人によっていかに認識 され,評 価さ
れたかという問題は,そ の認識の質のいかんを問はず,そ れ自体が重要な論
点になるはずである。 日本ファシズムとナチズムとの同時代的関係を社会科
学的に解明するためには,こ のような日本における同時代的なナチス分析は,
それ自体がファシズムの現実過程を構成するものとして,ま さに検討されな
　
ければならない問題なのであ り,親 ファシズム的な研究 もまた,否 むしろそ
れ故にこそ,考 察されなければな らない対象となるのである。分析の質の重
視というこれまでの観点は,こ のような視点を排除 しかねない問題性を含ん
でいたといえよう。
本稿が対象 とする三人の論者は,1933,34年 の頃からはじま り,ま さに
この 「日本ファシズムの完成期」に向けてナチス分析を公にする。本稿で取
.上げる1933,34年 の時点の分析のあと,我 妻は二つの大 きな論文を193E年
と1942年 に発表 し,加 田は1940年 と1941年 に,長 は1939年 にそれぞれ著
書を公にし,ナ チスの経済思想とその政策論の解明に力を注いでいる。 しか
も三人のうち,我 妻はワイマール的民主主義の立場か ら,ま た加田は昭和研
究会に結びつ く 「経済協同体」の理念の観点から,そ れぞれナチズムに対 し
て批判的であり,こ れに対して長守善 は明らかに 「親ファシズムの立場」に
立 っていた。 この三者の分析 と評価が体制としてのファシズム化の現実過程
といかなる関係にあったかという問題は,ナ チス政権掌握期の1933,34年
を中心に考察する本稿では,立 入ることはできないが,彼 らのこの時期の分
析が,同 時代の日本の知識人はもとより,政 ・官 ・財 ・軍等の各界の関係者
によって読 まれたであろうことは十分推測されることである。またこの時期
の分析が,三 人のその後の考察の出発点となり,こ の時の成果が後のそれに
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全面的に継承されたことも疑うことはできない。 しかもかれらの分析は,ナ
チス経済思想の解明という点において単に先駆性において重要であるばかり
でな く,そ の内容的な具体性において,高 い質を有 していた。それは,マ ル
クス主義の分野のファシズムに関する抽象的な本質論とは異なった意味で,
否,む しろナチズムの歴史的現実に即 し具体的である点で,マ ルクス主義の
それ以上にリアリティーをもち合わせていたのである。
その際重要なことは そしてそれが今 日のわれわれのナチス研究と異な
る点であるが一 かれらのナチス分析が,'ド イツにおけるナチスの運動 と権
力掌握=体 制化という現実と同時進行的であった点である。 しかもそれは日
本自体のファシズム化の現実過程 と重なり,そ れぞれ状況は異なるが,そ の
只中で現実 との間に緊迫 した関係をつ くり出しつつ遂行 されたことである。
ナチス分析はファシズムへの評価 と表裏一体の関連 にあ り,'またそうならざ
るをえなかった。ナチ'ス研究は,か れらにとって,同 時代の ドイツの問題で
あると同時に,ま た日本社会の,従 って自身の境遇 に関わる切迫 した問題で
もあったのである。今 日の時点でわれわれがナチズムを研究するにあた り,
この事実を確認 し,そ れを日本の戦前 ・戦時の歴史過程の中に正 しく位置づ
けることは,こ の時期のナチス研究の社会科学上の意義を確定するためばか
りでな く,さ らにまた当時の社会科学者の現実との関係を知る上で著るしく
重要な課題 といってよいだろう。 しか もその戦前 ・戦時の日本社会と今 日と
の間の連続性が改めて問題とされている現在,こ の問題は,間 接的とはいえ
われわれ自身のナチス研究の意味に も関わ って くるように も思われるので
ある。
本稿は,ナ チズムない しナチス体制の諸局面のうち,そ(δ 経済思想ないし
経済政策思想に注目する。周知のようにナチスは世界観を決定的に重視 した。
その世界観において 「公益は私益に優先する」の原則はとりわけ重要な位置
を占めた。それは,私 的利益の追求が公的な利益に結びつ くという自由主義
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的な資本主義経済に対 して,そ の修正を集約的に表現するナチスの根本的な
経済思想であった。それは資本主義的営利を承認 しつつ,し か もそれに対 し
て全体的な立場か ら国家的に規制を加えるという立場であって,そ れは,ド
イツだけではなく,同 じように反自由主義 ・反個人主義 ・反マルクス主義の
観点から全体主義的な傾向を強めつつある日本にとって最も適合的な考え方
でもあった。 日中戦争の開始以降,戦 時経済体制への移行の中で登場 して く
るいわゆる公益優先や指導者原理などの考えは,こ うしてナチスの思想から
強い影響を受けることになるのである。
だが権力をめざして運動の中で掲げられた思想は,権 力掌握後は,そ の体
制化の中で多かれ少かれ修正 されざるをえな くなる。1933,34年 前後の ド
イツの事情はまさにそのことを示 していた。ナチスの政権掌握の事実は,同
時代の日本の知識人に,ま ず第一に権力にいたる運動 としてのナチス思想に
注意を向けさせ,そ れに対する社会科学的な分析の必要性を喚起 した。だが
政権掌握 と同時に始まる体制化の現実は,そ の分析の対象を同時に体制 とし
てのナチズムに向けさせる。その中で思想の制度化と,当 初の思想の修正が
問題とされなければならなかった。上の二つの局面は複雑に交錯 して,体 制
としてのファシズムに向う日本の現実に重なり,逆 にそれはま.たナチス経済
思想の分析のあり方にも影響を与える。本論文で取 り上 げる1933,34年 頃
の三人のナチス経済思想の分析の結果は,そ の後に続 く日本の体制としての
ファシズム化と 「ファシズムの完成期」における日本でのナチス経済思想の
受容と批判のあり方に密接に関連 してこざるをえないのである。
1.ナ チス経済思想 に対する民主主義的立場 からの批判的考察
一我妻栄の場合一
我妻栄 〔1897年～1973年 〕の論文 「ナチスの民法理論 〔→口」が 『法学協
56 .1(56)
戦前日本におけるナチス経済思想の分析
会雑誌』 に掲載されたのはナチスが政権の座について1年 目の1934年 であっ
た。 この論文は,ナ チス経済思想に関する本格的な批判的学術論文 として,
後述の加田哲二のそれと共に,最 も早いものに属する。 しかし,そ れよ りも
以前 にすでにい くつか重要なナチス分析が公にされていたことは 「はじめに」
で述べた通 りである。イタリアにおけるムッソリーニ指導のファシズム(国
家ファシスタ党)の 政権掌握(1922年)や ドイツにおけるヒ トラーのナチ
ス党の勢力の拡大の事実は,フ ァシズム運動が単なる一時的ないし偶然的な
反動的運動ではな く,か な りの広が りをもって大衆の心を捉えた政治勢力で
あることを示 していた。そのような状況を背景 に,ま た日本における類似の
動向に対する批判的認識の必要性 に促 されて,フ ァシズムに関する社会科学
的な分析が進められたことは先行研究が示すところである。 ドイツのナチズ
ムに対する考察 もそのようなファシズム分析の一環 としてナチス党の政権掌
握の前に始められており,中 でも政治学者今中次麿 〔1893年～1980年 〕(九
州帝国大学教授,1942年 辞職,戦 後復帰)の 先に掲げた 『独裁政治論叢』
(1932年,大 畑書店)全 四巻の第4巻 「民族社会主義』は,安 部氏 の指摘の
通 り,そ の代表的な成果であった。
ファシズムの独裁はブルジョア独裁であって決 して 「民利民福」をもたら
すものでな く,「故にそれに至る過程の阻止について考慮す ることが必要で
ある」(同 上書,序)と 述べて,ナ チズムの科学的分析を試みた今中は,ナ
チスの経済思想に関 して もナチス党綱領(フ ェーダー綱領)や 農業綱 領
(1930年)に 基づいてその内容を紹介 している。今中はその際 「利子奴隷制
打破」「土地の無償没収」等々のその中に含まれる資本主義の修正 に関連す
る一連の項 目に注目すると共 に,同 時にそれ らの限界と,そ の方針そのもの
の修正の事実を指摘 し,ナ チスはむ しろますます 「ブルヂョアジー独裁の代
弁者」 に傾いていると評価 したの。今中の分析は,決 して詳細ではないが,
1933年 直前のナチス経済思想分析として注目に値する。
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(1)我 妻栄によるナチス思想分析の視点
我妻栄のナチス分析は,上 述 したように1934年 の論文 「ナチスの民法理
論H(⇒ 」(8)に始まり,そ の理解は,さ らに同 「ナチスの所有権理論」(1938
年)(9)と同 「ナチスの契約理論」(1942年)(10)に おいて深め られた。最初の
「ナチスの民法理論 ←う(⇒」は,同 じ年に出版された,杉 村章三郎 ・木村亀二 。
後藤清 との共著 『ナチスの法律』(日 本評論社)に も原形のまま収録され,
また 「法律時報』(6巻3号,1934年)に は,同 「ナチスの私法原理 とその
立法」としてその内容の要点が掲載されている。つまり我妻の最初のナチス
分析は法学や関連分野の専門家だけでなく,官 僚はじめ各界の人々が容易に
近づける形で公にされたのである。
ナチスの法律に対する我妻の分析視角は,,終始,「 資本主義の変遷と私法
との関係」におかれていた(11)。従ってその分析の内容は,法 律的であるとと
もに,「資本主義の変遷」と関連する限りにおいて経済的であ り,経 済思想
的であった。株式会社法の専門家西原寛一(当 時京城帝大)が,我 妻のこの
論文を 「ナチスの経済生活に対する態度及び其の立法」を詳細に論 じまた批
判 した研究として評価した('2)のもその意味で理由のあることであった。我
妻のナチス法思想分析は同時にナチスの経済思想の解明という面をもってい
たのである。
その際ナチス思想の特質に関 して我妻が重視す るのは,ワ イマール憲法の
社会生活上の指導原理 との関連,両 者の共通点 と相違点である。ナチス党が
政権を掌握 して1年 が経過 し,こ の間,独 裁制的な政治機構が樹立 され,ワ
イマール憲法の国家組織とその民主主義的原理が跡かたもなく揉躍 された事
実を確認 した上で,そ こになお共通面が存在することを我妻は指摘する。す
なわちナチスは個人主義的な自由主義に根ざす私法理論を排撃 し,「公益は
私益に先立つ」という根本的主張によって国家的な規制を重視する。 しかし
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ワイマール憲法も家族生活への国家の積極的監督を認め,契 約の自由,私 的
所有権の絶対という個人的民法原理に対 して社会共同生活の理念 により制限
を課 している。他方,ナ チスはワイマール憲法を排斥 しながら,私 的所有を認
め,そ れを前提として,社 会生活に関する私法的な指導原理の多 くを共有 して
いる。
しか し両者の懸隔は大きく,と りわけ下記の点はナチズムの顕著な特徴と
して注目される。①社会生活関係における独裁的規律。すなわち地主 ・小作
人,雇 主 ・労働者,同 業者間,等 における指導者 ・服従者の関係と精神的結
合の強調。対等者間の折衝 ・協調の原則の排除。②人類の共同生活の目標で
はなく,ド イツ人種の純潔性の観点に立った社会。③農民 ・中小商工業者に
重点をおいた社会。
我妻は以上の点をナチスの1920年 綱領,フ ェーダー綱領,1930年6月 農
業政策宣言 と,諸 立法の解明によって立入って検討する。
(2)我 妻によるナチス経済思想の分析
我妻はナチスの経済思想を次のように捉える。①個人の利己心の充足を目
的とする現今の社会経済機構の変革 と,国 民の経済的文化的需要の満足を目
的とする社会の実現。②その目標の実現のために,ナ チズムは個人の経済的
イニシャチヴを尊重 し,個 人の経済的自由と責任を基礎 とする経済活動を推
し進めると同時に,そ れを国民的需要満足という上記の理想に適合させるた
めに国家的な統制を行 う。
以上のようにナチスは資本主義経済を否定せず,た だ個人の利益追求のみ
を目的とする形態を排斥する。このような私的利益のみを追求する資本形態
として貸付資本ないし金融資本が存在 し,そ の支配が,国 民の過重な利子負
担,つ まり利子奴隷制(Zinsknechtschaft)を もた らしている。貨幣貸付
による労働奪取を通 じて金融資本は不労所得の利にあずかっており,農 民,
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工業家,国 家を問わずこれによって収奪を受けている。 ナチス党綱領11条
におけるこの利子奴隷制打破の要求を,我 妻はとくに重視 し,こ れをナチス
経済政策,さ らにナチス政治運動の目標とし位置づける。
利子奴隷制と利益追求主義に対置される 「需要充足」の指導理念は,上 述
のように個人的イニ シャチヴを尊重 しつつ,し かもそれに対する社会公共の
利益による制限ない し統制をめざすものである。それは具体的には次のよう
な方針 と結合する。
(a)「 民族の健全なる血と精神」を伝える農民層の保護。
(b)企 業主体の個人的自由と責任に基づ く健全な経営,そ の担い手 として
の中小商工業者の保護。
(c)ク ル ップ ・ジーメンスはじめナチス的目的を理解 した企業家によって
担われる工業的な大企業経営は認められる。 また企業家は経済的指導者
として位置づけ られる。
(d)株 式会社においては企業出資者が自己の利益のみを求め,企 業の社会
的使命を顧みない傾向が生ずる。株式会社は金融資本の投機の対象とも
なり,金 融資本による企業支配=利 子奴隷制の原因ともなる。ナチスは
このように大企業を,企 業家による個人的指導のある場合 と,株 式化さ
れ非人格化され投機 目的される場合とに区分する。前者は是認 され,後
者は排斥される。
(e)会 社化された トラス トの国営化の要求(綱 領13条)は 上記(d)と関連
する。 また不労所得 ・利子収奪に対する国民福利の見地か らの批判(綱
領9条)は 金融資本の集中への批判 として理解 される。
(f)大 企業への利益参加の要求(綱 領14条)は,労 使共同経営を意 味せ
ず,労 働者の'協議会の諮問機関 としての存在が承認 される程度で しかな
い。つまりナチス経済忠類においては労働者階級の団体の地位が重視さ
れておらず,指 導者 ・被指導者の縦断的結合の中ではもっぱら企業者の
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主導的地位が保留される。
(9)不 労所得の吸収(綱 領11条),土 地の投機売買(同17条)・ 戦時利得 ・
投機的暴利行為(同12,18条)等 の排除が主張されてはいるが,し か
し現下の経済組織の下では資本の営む不可避的な影響を一挙に除去する
ことは困難である。
次に我妻はこれらの考えが1933年 の政権掌握後に如何 に立法化 されたか
を検討する。すなわち農民層に関してはうイヒ世襲農場法 ・強制執行令やラ.
イヒ食料品産業者団体 ・農産物市場統制に関する法律等の諸立法 ・命令,中
小商工業者に関 しては小売商保護法 ・小工業者信用補償法や手工業者結合に
関する法律などがそれである。また労働者組織については重大な変更が加え
られた。企業代表委員会 ・経済団体に関する立法,労 働省理法,国 民労働秩
序法等がそれである。他方カルテルに関してはカルテル令変更法 ・強制カル
テル法等が出され,ま た利子付資本に関 しては強制執行法や資本取引基準法
等があげられる。
我妻は,ナ チスの経済思想と政策化の根本的な原則として,「 公益は私益
に優先する」の思想に注目する。その観点は国内産業の統制と結びつき,そ
のために企業者団体の強制的編成とそれに対する国家の監督の体制が整えら
れた。 また労働契約関係を土台とした雇主団体 ・労働組合間の団体'協約が排
除され,国 家の監視と指導者精神による労使共同的結合体にもとつ く労働関
係の新秩序がつ くり出され,そ れ らが一体となって,あ たか も 「独裁的国家
経済に近いもの」がっ くり上 げられつつある。我妻はナチスの経済体制をこ
のように理解 した。
(3)我 妻のナチス批判 と民主的な途
我妻は次の三点についてナチズムを批判する。先ずその人種的ないし種族
的な観点と,そ れに基づ くドイツ民族の優越性及びユダヤ的ないし非 ドイツ
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的なものの排除の立場に対 してである。我妻は,ナ チズムにおける種族 と民
族との関係,民 族 と国家との関係,ロ ーマ法に代わる ドイツ一般法なる観点
は著 しく不明な点を有 し,そ の基礎づけには理論的に首肯 しがたい点が多い,
と指摘する。それは経済的な観点の問題点でもある。経済思想の根本をなす
GemeinnutzgehtvorEigennutzの"gemein"は,ナチスの場合,人 類の
普遍的な協同を意味せず,上 のような同一種族の協同団体を意味することに
なり,偏 狭な民族主義に堕 している。この人種的民族主義的な観点は,人 種 ・
民族の土台をなす家族の協同生活体の維持 ・継承の理念と結びつき,農 民層
の保護等の政策はこの理念と不可分の関係にある。我妻はこの 「偏狭な民族
主義」,こ とにそのアーリア人種至上主義が何 ら学理に基づかない独断であ
ると厳 しく批判する。
我妻が指摘する第二の点はナチス思想の実現可能性への疑問であり,と く
にそこに潜む内的矛盾の問題である。農民的土地所有=経 営の確保 と財政政
策との間の調和の問題性,中 小商工業の維持の目標 と大企業重視 との矛盾,
大企業の尊重 と株式会社制度の排撃 との対立的関係,金 融資本排斥(「 利子
奴隷制の打破」)の 非現実性,等 々について我妻は鋭 く指摘 し,「限 りなき懸
念」を表明する。その上でこれらのナチスの政策思想が,資 本主義経済のた
どった必然的な行程に対して,そ の進展過程を 「一段前の段階に押 し戻さん」
とするものだと批判する。
第三に我妻が問題とするのは,国 家的統制における指導者原理についてで
ある。 この独裁的な指導者原理が各人の正当な経済活動を保証 し産業組織の
能率を高めることができるかどうか,と りわけ労使関係における忠誠を紐帯
とする縦断的協同体の原理が労働契約関係の合理性を保障 しうるのか,に つ
いて強い疑念を提示 している。
我妻は第二の点に関 して自身の考えを次のように述べる。「私 は資本主義
の右の如き進展過程を必ず しも矯め得ざる必然的なものとは思はない。然 し,
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その対策はもっと進展の流れに順応 しながら,漸 次これを民主的規律の裡に
収めることが,よ り妥当な,よ り実現の可能性の多いものではないかと考へ
るのである。」
さらに第三の問題に対 しても民主的な仕方によるべきことを主張する。
「現代社会に於ける横断的の対立を一応認めながら,漸 次両者の民主的協調
の歩 を進めんとする方策が,よ り普遍的な,よ り過誤の少きものではなから
うと考へる。」p3;
上のようなナチス理解は,我 妻のその後の研究の土台となる。論文 「ナチ
ス所有権理論」(1938年)と 「ナチスの契約理論」(1942年)は,法 思想的
な観点から論述されているが,そ の中でナチスへの批判は一層の深まりを示
している。その際我妻がとりわけ厳 しく批判 したのは,ナ チスの法律秩序,
生活秩序の土台としての民族'協同体の理念の問題性であり,そ の人種的な観
点の非合理性であった。我妻は,協 同体の理念の意義そのものを否定するこ
とは しない。その社会構成において 「個体」の確固たる自主的地位が認めら
れ,他 方でこれを 「総体」に統合 し,「個体」 と 「総体」 の有機的結合をは
かるという一つの理念として協同体を理解するときは,協 同体的理念を所有
権制度の基礎とすることに異論はないとしてこう指摘する。「もし近時の個
人主義的自由主義からの直流たる民主主義的な思想に対 してなされる非難
即ちこの思想が 「個体」をもって抽象的な平均人となし,こ れを 「数」の裡
に没却 し去 り,「個体」の有するそれぞれの独 自の価値を捨象 し自主的地位
を否認するものだという非難が,正 当なものであるならば,「 協同体」 の理
論をもつてこれに代わる理念となすことに対 しても,私 は決 して賛成を躊躇
するものではない」。
しか しナチスはその協同体を 「ドイツ民族の血の結合からおのずか ら生ず
る自然的事実」とする。 もしこれを不当に拡大し,資 本主義社会の進展に伴っ
て生 じた複雑な,し ばしば厳 しい利害の対立を含む社会的諸関係に強制する
(63).63
政経論叢 第71巻第1・2号
ときには,既 存の不当な勢力を無批判的に是認 し,「個体」の自主性を奪い,
その協同体なるものを権力ある者の独善的な支配におとしめる危険を包蔵す
る。我妻はこのように強く警告する。 とりわけナチスは労働者 と企業者の関
係を,指 導者原理にもとつく経営協同体に編成 しようとしているが,そ れは
忠誠の紐帯を強要される従者たる労働者が指導者たる企業家によって,独 善
的に支配 される危険をもたらすことになる。我妻はこう鋭 く指摘する㈹。
我妻は上のようにナチスの人種法則的な観点を神秘的なもの,信 仰のごと
きものとして捉え,そ の非合理性を徹底して批判 し,.「現実 を直視する」 合
理的な批判的精神の重要性を強調する。1936年 の論文において このような
批判を行 った我妻は,さ らに1942年 論文においてあえて 「この警告の益々
強 く繰返さざるを得ないことを感ずる」と述べるのである。われわれは,ま
さにこの時期にナチス的な協同体理念,と くに経営協同体の理念と指導者原
理(企 業者=指 導者・労働者=従 者)と 帆 日本に大きな影響を与えつつあっ
た状況 に注意 しなければな らない。大 日本産業報国会(1940年)に よる
「国体の本義」に基づ く 「全産業一体報国」と 「事業一家」・「職分奉公」 に
よる 「皇国廉業の興隆」の精神運動が大 々的にくり広げられたのはまさにこ
の時期であったのである㈹gこ こでは立入ることはできないが,我 妻のナチ
ス的協同体理念批判が,こ の同じ時代の日本の国体思想 ・、日本民族思想及び
それと結びついた 「事業一家」の観念への批判を含意 し,そ れが企業の雇用
関係における伝統主義的な家族主義的精神の適用,国 体思想によるその強化
という日本の現実に対 して向けられていたと見ることは決して困難ではない。
我妻は,ナ チスにおける合理的な批判的な精神の欠如を徹底 して糾弾 したが,
まさにその合理的 ・批判的精神の抑圧 こそこの時代の日本の支配的な思想と
学を特徴づける最大の問題であったのであり,「一種の信仰に も等 しき非合
理的な観念」に対する彼の批判は,日 本民族の優越性,天 皇を中心 とす る血
統的 ・精神的統一,そ して家 ・郷土 ・国体の 「民族構造」を強弁するその支
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配的思想⑯ に対する批判をその内に隠しもっていたということも出来 る。
少なくとも同時代の批判的知識人は,今 日のわれわれが看取する以上 にこの
ことを強 く感 じとっていたに違いない。我妻においてはナチス思想の分析は,
同時に自身をとりまく日本の支配的な政治的 ・社会的,そ して思想的な状況
の解明のための重要な手がかりを提示するものであったといって間違いなく,
またナチス批判は,我 妻のうちにあって日本の同時代の支配的動向への批判
に重ね合わされていたといっても過言でないだろう(の。
2.ナ チス経済思想の諸潮流 と段階の認識
一加田哲二の批判的分析一
(1)加 田哲二 のナチス分析 の視点一1932年 一
社会経済思想 ・社会学の学者加田哲二(忠 臣)(慶 鷹義塾大学教授,終 戦
後退職。1895年 ～1964年)(18)は,早 くからナチスの経済思想に対 して関心
を抱き,ナ チスが権力を掌握する以前からその批判的検討の結果を公にして
いた。加田のナチス研究の一連の成果は,自 身の大学の紀要 『三田学会雑誌』
や何冊かの著書,ま た一般雑誌を通 じて世に問われたが,他 方彼は,1937
年に発足 した昭和研究会に参加して,そ の内部研究会の東亜ブロック経済研
究会の委員長として,ま た文化研究会のメンバーとして活動 した。前者の研
究会にはほかに,湯 川盛夫 ・金原賢之助 ・和田耕作 ・山崎靖純 ・猪谷善一 ・
友岡久雄 ・三浦鉄太郎,松 井春生,笠 信太郎ほかがおり,ま た後者の研究会
の委員長は三木清で,委 員 としてほかに,三 枝博音 ・清水幾太郎 ・中島健蔵 ・
菅井準一 ・福井康順 ・船山信一 らがお り,の ちに佐々弘雄 ・笠信太郎 ・矢部
貞治 らが加わったという('9)。第一級の知識人,気 鋭の学者を集めたこの研究
会の討議の中で,日 本国家主義の研究と共 にナチス研究の第一人者であった
加田哲二の専門的知見がしかるべき役割を果したことは推測に難 くない⑳。
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加田は,ナ チス政権掌握の前年の1932年 に,逸 速 く自身 のナチズム分析
の成果を書物の形で公にしているが,と くにこの年に刊行された二つの著書,
『国民主義と国際主義』(同 文館)と 『日本国家主義批判』(春 秋社)は 注 目
に値する著作である。前者の書物において加田は,ナ チズム(国 民社会主義)
を理論よりも行動に重点をおいた運動であり,そ の理論はまだ完成 していな
いとした上で,国 民社会主義は 「その理論的内容の如何を問はず,そ れは今
日の問題」であると警告する。国民社会主義の現象は,そ の場合,ド イツに
発 し,そ の形態は著 しくドイツ的だが,し かしそれは決して ドイツだけの現
象ではなく,世 界史の現段階においては,い ずれの国にも現れる可能性 と必
然性を もっている。 ドイツのそれはこの運動の 「先駆者」であり 「典型的形
態」なのであるω。上のような理解に立 って加田は,日 本の国家社会主義 ・
国民社会主義 。日本的社会主義の運動を ドイツのナチズムに関連づけようと
した。今中次麿の場合 と同様,加 田のナチズム研究 も日本ファシズムに対す
る社会科学的な分析 と密接に結びいていたのである。
後者の著書 「日本国家主義批判』は,「 日本 ファシズム論」 という副題を
有 し,そ の名の通 り日本のファシズム的な国家社会主義運動に関して批判的
な立場か ら社会科学的な検討を試みた先駆的な成果であった。とくに加田は,
満州事変以降顕著となった 日本の国家主義ないし国家社会主義的運動を,マ
ルクス主義的な社会思想=運 動への対抗としてのファシズムの世界的傾向の
一つとして捉え,こ うしたファシズム的形態における日本の国家社会主義に
対する客観的な研究と批判の必要性を指摘 しつつ,国 粋主義,高 畠素之や赤
松克麿の国家社会主義とその原理を克明に分析 し,こ れを ドイツのナチズム
と比較する(22)。
このような分析を通 じて加田は,フ ァシズムの特質を次のように理解する
にいたった(23)。
1)ナ チズムは,資 本主義の行きづまりによる諸困難を打開するための国
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民主義のイデオロギーであ り,そ れは対外的には帝国主義諸国に対する政治
的な対立 ・抗争,対 内的には左翼社会主義運動との対抗,と いう二つの対抗
局面を有する。
2)社 会的な階級分化を前提としてお り,そ れに対する対応形態としての
全体主義の立場であって,そ の運動の基礎には中間階級が存在する。
3)そ れは単なる伝統主義ではない。資本主義に対 しては 「一応の程度」
までは反対するが,し か しそれをあいまいにするために対外的問題が強調 さ
れる。
4)日 本の場合,① 対内的問題より対外問題がより顕著に現われ,対 内的
には資本主義反対よりも,マ ルクス主義打倒の方向がより強 く示される。②
日本ファシズムの軍隊礼讃 ・国民主義 ・政党政治排斥は,・日本の中堅層のイ
デオロギーにも対応 し,そ の一部をなす中間層は経済的圧迫を蒙っているか
ら,フ ァシズム支持者は今後ある程度 まで増大するであろう。③ しか し上の
ような本質からみて新 しい理想社会の建設 には決 して到達することができな
い。 このことは 「100パーセントの確率をもつて断言することが出来よう」
と加田は述べる㈲。
(2)ナ チスの経済思想と諸潮流
加田は,ナ チスが政権を奪取する前年の1932年 の時点において,ナ チズム
の思想の内容をすでに具体的に認識 していた。その際 加田はとくに重要なナ 、
チス的観念として,① 民族,② 共同精神(私 利よりも公利を優先する)及 び
③利子奴隷制の打破,の 三点に注目した。翌1933年 に加 田は 『三田学会雑
誌』に論文 「ドイツ国民社会主義の経済観」㈱ を発表 し,ナ チスの経済思想
について本格的な分析を試みた。この論文は,そ の後1940年 出版の自著 「転
換期の政治経済思想』(慶 応書房)に 内容的には殆ど原形のまま収録 されて
お り,こ の書物を通 じて彼のナチス経済思想分析はより広 く知 られるように
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なるのである(本 書は刊行されたその月のうちに2刷 が印刷されている)。
加田は,我 妻栄や後述の長守善 らと同様 に,ナ チス党の25カ 条綱領,G
フェーダーによる解説(フ ェーダー綱領)及 びナチス関連の同時代文献によ
りながら,ナ チスの経済思想の内容を解明する。ナチズムにおける民族主義 ・
人種主義の特徴 に注目する加田は,こ れを経済的な観点に関連づけて捉える。
即ちナチスは民族を経済生活集団として最高の位置におき,そ の観点か ら,
国民の経済的自立と,社 会階級間の調和=国 民協調を目標として設定 した。
そ して 「私利よりも協同の利益を重ず」(GemeinnutzvorEigennutz)の
原則はこのことを表現する言葉である,と 。党綱領に示される民族自決権,・
民族 自立,そ の生活と過剰人口移住のための土地獲得などの要求は,「 国民
経済の自立主義」(ア ウタルキー)に ほかならず,そ れは食料 ・原料供給者
としての農業の尊重に帰結 し,そ こか ら各種の農業政策 ・土地政策,と くに
農本主義的傾向が導き出される。加田はこのように理解する。
続いて加田は,ナ チス経済観における私有財産の問題,利 子奴隷制の打破,
資本観,社 会化の問題,金 融問題,租 税問題,労 働者政策を検討するのであ
るが,・その多 くは我妻や長 らの分析 と内容的に共通する。 しか し,加 田のナ
チス分析の特徴は,そ れらの経済的問題をめぐってナチス運動の内部に異なっ
た思想的な潮流が存在することを指摘 し,ナ チスの経済思想の変質をそれら
の潮流の推移と関連づけて論 じた点にある。ナチズム内部におけるこうした
思想.ヒ・運動上の相違ないし対立は,今 日では一般的に認識されていること
であるが,ナ チス政権掌握の時点においてすでに加田はこの事実を正 しく把
握 していたのである。以下加田の認識の要点を記そう。
① オ ットー ・シュ トラッサーらの 「革命的国民社会主義」(=少 数派)
とヒ トラー多数派及び両者の相違。ナチス党内においてヒトラーは資本主義
に迎合的であったが,シ ュ トラッサーらはこれに反対 し,よ り急進的な計画
経済と,経 済的自立のために ドイツの再農業化 とを主張した。彼らは計画経
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済の前提として私有財産の経済的権利の廃棄を構想 し,私 的所有を原則的に
認める多数派と基本的に立場を異にしていた。とくに綱領17条 の公益の 目
的のための土地の無償没収に関しては,1928年 にこれを不法に獲得 した土
地,「 国民的安寧の見地」から見て不適当な管理下にある土地 と限定 し,そ
れをユダヤ人土地投機会社に結びつけようとしたヒトラーの立場に反対した。
加田はこのようにシュ トラッサーの急進主義的な立場とヒトラーの主流派の
相違と対立に注目する。
② 「利子奴隷制の打破」の変質とH.ロ イプケの役割。加 田哲二は,他
の論者 と同様,「利子奴隷制の打破」(綱 領11条)を ナチス経済綱領 の中で
「最 も重要なもの」とみなす。 フェーダーによって提唱され ヒトラーによっ
て支持 されたこの要求は,農 民や工業的中間層が負う重圧的な利子や株主へ
の高率の利子配当に対する攻撃を意味 しており,そ の矛先は銀行や金融資本
に対 して向けられていた。 しか もこの綱領11条 には 「不労所得の廃止」 と
いう一般的な項 目すら含 まれていた。 しか しそれ らの批判は,国 際的な金融
資本,ユ ダヤ的貸付資本の問題に集約される形になっており,加 田は,ナ チ
スのこの反ユダヤ的主張が著 しく感情的であ ると批判す る。 彼はナチスの
「経済生活における人種的要素」がこの点に強 く表現 されていると考えた。
だが,こ の 「利子奴隷制の打破」に関連 して,加 田はナチスにおけるハ ン
ス ・ロイプケ(HansReupke)の 反対論の存在に注 目する。 ロイプケは,
「利子奴隷制打破」の要求が不労所得の排除や利子 ・利潤の一般的廃棄に結
びつけて理解される可能性があることを警戒 し,こ れに反対 してより企業者
寄 りの立場を表明する。そ して 「ナチスの理論をより多 く地主ブルジョア階
級の利害と一致するように修正せんとする」このロイプケ的な修正的立場こ
そが,ナ チスにおいて次第に優勢になりつつあるのだ。加田はナチスの現状
をこのように分析 した(26)。
③ 上のことはナチスの資本観と関連する。ナチスは資本を生産的な資本=
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「生産資本」・「企業資本」と,も っぱら利子 ・配当の取得をめざす 「金融資
本」・「貸付資本」とに分ける。そして前者は国民経済にとって有益だが,後
者は搾取的であるとして,後 者を批判する。 しか しその批判は結局は 「ユダ
ヤ的貸付資本」の排除に収敏 し,一 般的な形をとることはなかった。さらに
綱領の中でうたわれている トラス トやデパー トの社会化や大銀行の国有化等
に関しても,全 体としてロイプケに代表される 「新[親]資 本主義政策」が濃
厚になって来ており,「大所得の利益を躁躍するが如き行動」 はいよいよ行
われえな くなっている。このように加田は捉える。
④ ナチスは,労 働者と企業家との協調を標榜する。それは,企 業家を指
導者,労 働者を被指導者とするもので,こ れは経営における企業家 ・支配人
の指揮権の絶対性,労 働者のそれへの服従を意味 している。それは現在の社
会階級関係を固定化するものに他ならず,フ ァシズムの本質がまさにここに'
示されている,と 加田は主張する。
⑤ ファシズム運動の初期的形態から後期的形態への移行について。加田
はファシズム運動の特徴が初期段階と後期段階とで本質的に変化することを
重視 し,そ れをファシズムの一般的な傾向として受け止める。ナチスの運動
も同様の特徴が見 られる。即ち,1930年9月 の選挙以来勢力を強めるにい
たったナチスはその中で運動の形態を転化させつつあ り,そ れはナチス思想
における資本主義批判的要素の後退 と親資本主義的傾向の強まりの中に示さ
れている。他方 「保守権力階級」が,中 間階級の支持を背景とする初期のナ
チス運動の全体主義的反プロレタリア的性格 に対 して注目し,こ れを利用す
るようにな り,両 者は接近する。 こうした変化を伴いながら,ナ チス運動は
その基礎と当初のイデオロギーをなお維持 してはいるが,権 力の掌握以後は
このイデオロギーは大きく変化することになるだろう。加田はこのように予想
する。
以上 に見 られるように加田のナチス経済思想分析は,マ ルクス主義的なファ
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シズム理解 と共通する点が多 く,両 者は大 きく重なる。 しか し,加 田はナチ
スの経済思想の内容をより具体的に捉えたばか りでな く,ナ チス運動の中に
シュトラッサーらの少数派とヒトラー主導の多数派が存在 し対立 していたこ
とゴまたH.ロ イプケのような企業家寄 りの理論家が登場 し,親 資本主義的
な立場を表明 していたことを明らかにすることにより,ナ チスとその運動の
特質,そ の発展の方向性をより明確 にすることができた点は注目に値すると
いえよう。 もちろん山口定,栗 原優,中 村幹雄各氏 らによる今 日の精緻なナ
チス研究の水準から見れば,加 田の分析は明 らかに大雑把であり不十分であ
るといえるのであるが,し か しこの認識が,ま さにナチスが政権を掌握 した
その直後あるいはその直前の時点での分析によるものであったことを考慮す
れば,加 田の分析はその先駆性 において,ま た現実認識の鋭さの点において,
十分評価すべき成果といってよいだろう。
ナチス党綱領に関 しては,わ れわれは,今 日,た とえば栗原復氏のす ぐれ
た研究を有 してお り,そ れを通 じて シュ トラッサー と並 んで,1930年 に ド
イツ工業全国連盟がナチス党に送ったH.ロ イプケの活動 と思想 を詳細に知
ることができる⑳。栗原氏は,ロ イプケの任務が 「ナチスの反資本主義的,
反大企業的要素を克服 し,も って工業界のナチス支持を確保すること」にあっ
たことを明確 に'した。 しか し氏の論文に先だつ40年 前に,加 田哲二は,早
くも,登 場 して来たばか りのこのロイプケについて注 目しており,し か も加
田が示 した理解は,現 代の歴史学の成果に照 らしてみても,大 筋において的
をはず してはいなかったのである。そ してこのロイプケこそ,後 述の長守善
が,加 田とは逆にそれを評価する立場か ら,最 大の関心を寄せていた人物で
もあったのであり,そ こか ら引き出され強調された長の親資本主義的なナチ
ス像は,当 時の日本の財界にとってはむ しろ好ましい ドイツの姿であった。
ロイプケ的なナチス像はある意味でこの時期の日本のナチス受容の方向に影
響を与える核心的な位置を有 していたともいえるのである。
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加田をはじめとする同時代のナチス分析は,史 実(事 実)認 識の詳細さや
正確さ,ア カデ ミックな研究水準の高さという面では,当 然のことながら時
代的な制約を受け,不 十分さを免れることはできなかったが,し かしまさに
この制約的な同時代性の緊張の中で試みられた考察は,そ の先駆性において
はいうまでもな く,さ らにその社会科学的な質の点においても十分評価に値
するものを含んでいたのであり,そ の制約性の故にこれらを無視するのでは
な く,む しろナチス分析の先行的研究 として,正 しく位置づける必要がある
だろう。 しかし,一 層重要なことは,ナ チスに関する同時代的な分析が,そ
の影響を受けつつある日本での同時代的な状況と重なり,か つ交錯 し,日 本
自体のファッショ化の現実にその分析自体が何 らかの関わ りを有せざるをえ
なかったことであるご この点において,そ れ らは,歴 史研究としては高度な.
水準を備える今 日のナチス分析がもち合わせない,独 自な意義とリアリティー
を有 していたのである。その リアリティーの見極めのためには,ナ チス研究
者は,一 度 自国のファシズム史の過程その ものの研究に足を踏みこまなけ
ればならないのである。
(3)加 田哲二のナチス的人種 ・民族論批判 と 「経済協同体」の構想
加田のナチス研究は,フ ァッショ的形態としてのナチズム思想に関する社
会科学的であると同時に批判的な分析であった。それは上述 したように同時
に自身の日本 ファシズムの分析 と表裏一体の関係にあ り,そ れへの批判と不
可分に結びついていた。この観点は後の著書 『転換期の政治経済思想』 にお
いて も変わらない。その中で加田が注目し,批 判 したのは,フ ァシズムの親
資本主義的 ・反労働者的性格であり,ま た民族主義的,人 種帝国主義的な性
格であった。両者は相互に関連するのであるが,加 田は後者に関わるナチス
の人種論 と民族主義に対してより強い関心を向けるようになる。ナチス民族
主義の分析 とそれに対する徹底 した批判は,加 田のナチス研究を一貫して特
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徴づけてお り,そ れはまた我妻栄の場合とは異なった形で,同 時代の日本の
状況に対する加田自身の実践的活動と密接に関連 していた。
ファシズムの民族主義を,帝 国主義的な対外主義 として,従 って列強間の
国際的な対立との関連でこれを捉えるという視点は,加 田が当初からもって
いた観点であった。ナチズムが露わに示す全体主義的な特質と人種論的な民
族主義の特徴,と くにその差別性 と非合理性に対 して加田は厳 しく批判 して
きた。その批判は,そ の後刊行された二つの著書,『 人種 ・民族 ・戦争』(慶
応書房,1939年)と 「政治 ・経済 ・民族』(同,1940年)の 中で くり返 し表
明された。 ドイツ民族の人種的優秀性の強調 とユダヤ人等への劣等視,そ の
迫害,ド イツ民族の生活のための領土拡大 と植民地の獲得,ナ チズムのこれ
らの問題性は,上 記の研究の中で人種問題 ・民族問題の一般的な議論 と関連
づけて社会科学的に考察され,そ の非合理な性格と矛盾性が強 く指摘される
ことになる。それについての立入った説明は本稿の課題ではないが,加 田は
そこでナチス的なゲルマン民族の優秀性の強調を白人種の優越論 とそれに基
づ く列強の帝国主義的な世界支配に関連づけて捉えている。ナチスの人種的
民族論への批判は,加 田の場合,西 欧列強による植民地 ・半植民地支配に対
する批判と不可分に結びついているのである。そして加田はそのような帝国
主義的な支配体制の転換こそ現代的な課題に他ならないと考える。従属的だっ
た諸国がその関係か ら脱出して互恵的な関係にもとづいて協同体を構成する
といういわゆる 「経済協同体」の構想がそれである』そこでは帝国主義的な
支配と同時に人種的 ・民族的差別 も否定 されなければならない。そ してこの
「経済協同体」(Wirtschaftsgelneinschaft)の 考えこそ,日 本のアジアへの
軍事的進出,と くに日中戦争の中で,欧 米 とは異なった理想的な 「東亜の新
体制」をつ くり出そうという理念 として構想されたものであった。
この理念は昭和研究会の 「東亜 ブロック経済研究会」 における討議 と密接
に関連 しており,そ の結論を示す ものでもあった。その構想において,支 配 ・
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従属関係を排除したアジ的な 「経済的協同体」は,同 時に中枢国日本 自体に
おける資本主義の革新(「 国内改新」)を 前提とし,そ れと一体とされていた。
それは 「私利優先の資本主義精神」を 「協同体全体を総合としての全体的協
同主義」に転換することを意味 した働。われわれはそこに同 じ昭和研究会の
「文化問題研究会」の成果,三 木清の筆になるという 「新 日本の思想原理』
との大幅な重なりを見ることができる働。ナチス経済思想 ・人種的民族思想
への批判は,加 田の場合,日 本の国家社会主義的な運動に対する批判と結合
していたばかりでな く,こ のアジアの 「経済協同体」の理念 と不可分の関係
にあったのである。 しかし,「経済協同体」 における 「中枢国 日本」 の構想
は,事 実上 日本の軍事的な進出と民族的支配の現実と一体 となっており,こ
の点において加田の認識は決定的な矛盾を包蔵 していたのである。
3.ナ チズムにおける公益優先原則と私的イニシャチヴ重視 の
二元性一長守善の認識と評価一
(1)長 守善によるナチス評価
長守善(南 満州鉄道株式会社,1941年 回欧州事務所駐在,1946年 帰国,
後中央大学,神 奈川大学)の 最初の書物 「ナチス ヒットラー運動 ・思想 ・
政策 』(日 本評論社)は,ナ チスが権力を奪取 した直後の1933年4月 に
刊行されており,経 済思想 ・経済政策を含めたまとまったナチス分析の書物
としては最 も早いものに属する(30)。
東京帝国大学大学院で経済学部教授土方成美に指導された長は,当 時その
土方と近 く,同 じ頃刊行 された 『統制経済全集』全10巻 の第7巻 土方成美
著 『統制経済政治機構』(改造社,1933年7月)は,著 者土方の 「はしがき」
によれば,そ の内容の多 くが長守善の筆によるものであったという(3')。反マ
ルクス主義 ・反自由主義の立場から日本経済学 に向いつつある土方か らの影
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響にもよるのであろうか,長 守善 も同じく反マルクス主義の立場を表明 して
おり,ナ チズムに対 しても肯定的な考えを有 していた。彼は当時の時代状況
を次のように捉えていた(32)。
① 資本主義は多 くの欠陥を含んでいる。 しかし資本主義は長所 もあ り,
その欠陥の故にこれを破壊 し,一 階級のみの利益を代表させようとする
マルキシズムは支持できない。
② これに対 して資本主義の危機の原因を,制 度そのものには結びつけず,
その思想的背景をなす個人主義的自由主義に見て,そ れに対 して,国 民
全体の利益の調和のために普遍主義的な立場から社会の改造を計画する
ものがファシズムと国民社会主義である。
③ ナチスはこれまで暴力的な団体とみなされ,そ の綱領は単なるデマゴ
ギーとして片づけられた り,反 動思想として扱われたりしてきた。 しか
し今や国民社会主義は 「力強い根」を ドイツ国民の間に張 りつつある。
それ故その思想 ・政策 ・綱領を具体的に解明することが必要である。
まず,長 の現実把握において注目すべき点は,資 本主義は多 くの欠陥を有
しており,そ の資本主義は現在危機の状態にあるという理解と,フ ァシズム
はそのような資本主義の危機に対 して,反 マルクス主義的 ・反自由主義的な
立場から,資 本主義を土台にしつつ,国 民全体の利益の調和をめぎす運動な
のだ,と いう認識である。 この認識は内容的には加田哲二のそれと殆 ど全 く
一致する。加田はそのファシズムを批判的な観点か ら捉えたのに対 して,長
はナチズムの中に積極的な意義を見出した。
300頁 をこえる長の上記の書物の内容は,社 会民主主義の破綻,国 民社会
主義運動,国 民社会主義の思想体系,ナ チスの政治理論,ナ チスの経済政策
理論 国民社会主義とファシズム,な どの章か ら成 り立 っている。本書の特
徴は,何 よりもナチズムとその運動に関する日本における最初の包括的な紹
介であったことにある。その際,① ナチス党の支持者層に関する社会学的な
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分析が紹介され,そ の中心勢力がホワイ トカラー,中 小商工業者等の中産階
級や農民及び青年層であり,さ らに労働者大衆す らも社会民主主義からナチ
スに移 りつつあある,と 指摘 したことは重要である。 彼はそこでJ.ヴ ェル
ニケやR.ヒ ルファディングによりながら,こ の新 ・旧中間層の性格とその
方向性について も検討を行っている。さらに②ナチスに対する国民的支持の
高まりは,ナ チスを思想的に根拠のない単なる煽動的ないし暴力的団体とみ
なす見方が誤 りであることを証明している。逆にナチス支持の広が りはその
思想が国民大衆に訴える何らかの根拠を有 していることを示 している。長は
このような理解の上に立ってナチスの思想内容を検討 し,そ の多様性の中に,
ロマ ン主義 ・国家社会主義 ・講壇社会主義 ・キ リス ト教社会運動 ・民族運動
などの歴史的な諸思想 ・運動の影響を見い出す。③その上で長は結論する。
ナチス思想は,そ れらの影響を受けながら,(a)国 民主義=民 族的国家主義,
その人種主義 ・反セ ミティズムと,(b>国民社会主義,と の二つの特徴を備え
ている,と 。
(2)長 のナチス経済思想認識一公益優先と私的イニシャチヴー
ナチスの経済思想に関して長は次のように理解する。
① ナチスの経済思想は,個 人主義的自由主義的経済理論 とも,ま た社会
主義理論とも基本的に異なった新たな理論を志向しているが,ま だ体系化 さ
れていない。 しか し,そ こには 「他に見 られない情熱」と 「倫理的要素」を
伴った主張とが存在する。主としてフェーダーの党綱領解釈によりながら,
長は具体的に項目を取上げて,そ の内容を検討する。 この点は我妻や加田の
それと大筋において同じである。
② その際長は,我 妻や加田と同様 ナチスの根本思想が 「公益は私益に
優先する」 という原則にあることに注目する。「共同精神」 に立脚 したこの
観念はナチスの 「絶対的命令」であって,種 々の政策思想はその上に成り立つ
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ている。なかでも不労所得の廃棄や利子奴隷制の打破の要求はとりわけ重要
であって,そ れはこの根本原則の土台の上に理解されなければならない。 し
か し長はその趣旨をこう解釈する。ナチスは,個 人の利己心と個人的利益の
追求にもとつ く個人主義的自由主義的制度において,そ のような公益優先の
「倫理的要素」が欠如 していることを重大な欠陥であると考える。 これに対
して,ナ チスは公益優先の 「新 しいイデオロギー」を注入 しようとするので
あって,ま さに 「共同精神」こそがナチスの根本思想なのである,と 。長は,
以上のようにナチズムにおける倫理的要素,精 神的要素の決定的な役割に注
目し,「公益は私益に優先する」の理念を,そ のような経済倫理 ない しイデ
オロギーの側面に引きつけて捉えようとする。従 ってこれと結びついた利子
奴隷制打破等の 「反資本主義的」とされる観念 も,具 体的な措概としてでは
なく,よ り多 く 「イデオロギー」 として理解 されることになる。長のこの理
解は 「世界観」を重視するナチズムの基本的な特質を正 しく捉えていた。 も
とより,こ のような側面の強調は,ナ チスを単なるイデオロギーの党とさせ
かねず,ナ チスを単なる煽動的な党 とする見方を排除 しようとする長 自身の
出発点の理解 と首尾一貫 しなくなるのであるが,し か し,ナ チズムをもっぱ
ら精神主義 ・倫理主義の面から捉えるこの見方は,「 国民精神動員」,「国体」
の強調 という精神主義的な特質をもつ当時の日本 ファシズムとの関連を考慮
するとき,著 るしく現実的な意味を帯びて くるのである。
③ 従 ってナチスは一長は述べる一 「反資本主義と言ふも,資 本主義制度
そのものに反対するのではな く」働,逆 に個人の創意(イ ニ シャチヴ)を 尊
重する。私的所有は承認 され,企 業家は経済的な指導者とみなされて,そ の
活動が重視される。私有財産制と個人の創意を認めつつ,一 定の範囲内でそ
れに制限を加え,自 由主義経済的な無制限な競争を排斥すること,こ れがナ
チスの経済原理なのである,と 。私的所有の承認 ・私的イニシャチヴ尊重は,
まさにナチスの経済観の基本的特質をなす ものである。長のこの理解は,事
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実認識の点で,我 妻と加田のそれと完全 に一致する。
④ 長は利子奴隷制の打破や不労所得の廃止を単なる倫理的要請 として理
解 したが,こ の認識は,別 の観点からではあるが加田哲二が注目した,あ の
H.ロ イプケのナチズム解釈に全面的に依拠するものであった。加田は,ロ
イプケをナチズムの親資本主義化に関与する人物 として重視 したが,長 は,
利子奴隷制打破の希薄化をね らうそのロイプケの考えを,自 身のナチス理解
の中に積極的に取 り込み,自 身の見解をそれに一体化させた。加田の見たよ
うにロイプケ的な親資本主義の方向がナチスの現実の姿を規定 したとするな
らば,長 のこの認識は結果的にナチスの現実に対応 し,そ の限 りで長と加田
とは政権掌握期のナチス像の事実認識において共通することになる㈹。
(3)ナ チスの経済組織化政策一長の ドイツ統制経済分析とその同時代的意義一
長守善は,「 ナチス』に続 く翌1934年 の著作 『ファッショ的統制経済』
(日本評論社)に おいて,政 権掌握直後のナチスの経済政策の実態を詳細に
究明する。長はまず,国 家による経済的統制の進展 というr世界的な状況を的
確に認識 し,そ れを 「統制経済」という観点において把握する。彼は,統 制
経済の類型として,社 会主義的なソ連型と,社 会主義 ともまた個人的自由主
義との異なった全体主義的な ドイツ ・イタリア型(フ ァッショ型)の 二つを
区分 し,後 者のファッショ型の統制経済の現状を解明しようとする(ニ ュー
ディール型については言及するだけに止まった。)。
ファッショ型を構成する ドイツのナチス的な統制経済について,長 は,
「私益に対す る公益の優先」とはいえ個々の企業の活動の余地は広汎に存在
し,企 業による自治的な決定が大幅に認められていると指摘 し,ソ 連型との
違いを強調する。その上で政権掌握後のナチス的理念に基づ く経済体制=
「実現された新経済体制」の本質を,と りわけ新 しい 「組織」㈲ の中に見 よ
うとする。すなわち,(a)労 働の面での組織化としての ドイツ労働戦線 と,(b)
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企業の団体的組織化,が それである。 それはナチス的な有機的な団体国家
(Standestaat)の 構想に対応 した実体に他ならない。
長はこれらの団体組織を克明に解明 し,そ の特徴をつぎのように把える㈹。
① 国家の団体的組織化め構想は,個 々人の原子的存在と階級的国家の観
念に対置される原理である。この構想は,団 体の段階的な構成に基づ く国家
形態を説 く0.シ ュパ ンの団体国家論か ら多 くの影響を受けてはい る。 しか
しここでいうStandestaatの 理念は,中 世 的 ・身分制的な性格を もたず,
経済的条件に基づいた編成を基本 とレており,そ れは同一部門に所属するも
のの共通利益の保証を目的とする自治的な組織にほかならない。
② 団体はその際国家によって監視され,そ の指導を受ける。 しか し'それ
は個々の経済活動に対 して官僚的 ・画一的になされるのではな く,国 家的規
制はただ経済活動の方向と意義を決定 したり,法 制上 ・秩序上の矛盾を除去
することに限定される。基本的な原則は団体的自治にある。農業分野におけ
る公法上の自治団体 としての ドイツ食糧団体,ド イツ手工業団体,ド イツ工
業団体,ド イツ商業団体等々の経済団体の組織化,ま た ドイツ経済の有機的
構成準備法による部門ごとの企業の組織化がそれである。
③ 労働力の面では労働組合が廃止 され,労 働戦線として組織化される。
1934年1月 の国民労働秩序法はそれと不可分の関係 にあるが,そ こで提示
された原則は,経 営内の企業家,職 員,労 働者の相互間の 「忠誠関係」の上
に立つ 「経営共同体」 と 「指導者原則」及び 「能力原則」である。それ らと
並んで国家による賃金の監視と社会的名誉の保護が予定される。 「経営共 同
体」(Betriebsgemeinschaft)に おいては,企 業家は経営の指導者(FUhrer)
として労働者に対して救済義務を負い,労 働者はその従者(Gefolgschaft)
として企業家に対して忠誠義務を負う。両者は経営の発展と,国 家と国民の
幸福のために協力 しなければならない。
④ 「指導者原則」(FUhrerprinzip)は 経営においてのみでな く,経 済の
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あらゆる面で適用される基本的な原則である。指導は個人的責任と結びつき,
国民経済的な観点,国 家的な観点に基づいて遂行 されねばならない。 こうし
て全体=国 民への奉仕の自覚と責任が強調される。 しかしそれは個人の私的
イニシャチヴを決 して否定するのではな く,反 対に個人の創造的活動 とその能
力の発揮が強 く要請される。、「能力あるもの,創 造力を有するもの(K6nner
undSchaffer)」 に対する評価 と保護,つ まり 「能力原則」(Leistungs-
prinzip)と 「指導者原則」とは一体となっている。経営共 同体 における労
働者 。職員の賃金はもはや 「経営に無知なる闘争団体」 この表現に示さ
れる長の認識 に注意せよ によって画一的に協約されるのではな く,こ の
能力原則にもとづいて,決 定 される(37)。
長守善は,体 制 としてのナチズムを」二のように国家的な統制経済機構 とし
て捉え,一 方ではそれを企業 と労働の国家的な組織化=国 民経済の有機的編
成として,他 方では全体主義 との関連を自覚 した個々の 「経営共同体」 とそ
こでの 「指導者原理」・「能力主義」 として理解 した。長は,そ のような国家
的な経済統制の下で,企 業家精神が尊重 され,個 人の創意 とイニシャチヴが
重視されることの意義を繰返え し強調する。経済団体の自治,自 主的決定に
関する指摘 もこの観点 と結びついている。
ついで長はこのような機構を土台 とする農業統制,企 業統制,中 小企業政
策,貿 易統制,金 融統制及び失業対策について詳細に叙述するのであるが,
その紹介は具体的かつ明解であって,政 権掌握直後のナチスの経済政策の状
況に関する先駆的な分析として十分評価に値するといえよう。 しか し一層重
要なことは,長 によるナチス像,と くに長によって紹介されたナチス的な統
制経済の具体的な姿が,ナ チズムに批判的な我妻栄や加田哲二のそれとは逆
に,そ の後の日本の経済編成の転換,と くに戦時経済体制の整備と重な って
くることである。長が分析し,肯 定的に評価 したナチス的な経済思想と統制
経済体制はとりわけ 「経済新体制」をめ ぐる論議に明確に影を落としていた。
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経済新体制確立要綱の基本的観点は,企 業担当者の創意 と責任,公 益優先と
指導者原理,経 済団体の編成による有機的国民経済の創出,に 集約的に表現
されているが,そ れ らはまさに長のナチス分析が重視 し積極的に評価 したナ
チス的経済思想とぴった りと重なるのである。
とくに注目されることは戦時経済への移行に伴って1938年 頃か ら商工会
議所等の産業団体の再編成の問題が議論 されたことである。それは 「経済新
体制」の下で重要産業における統制会の組織化や商工会議所等の編成替えと
して具体化される。その際,統 制経済における経済団体の組織化のあり方,
そこでの指導者原理と企業家的自治が重大な問題となるのであるが,ド イツ
型のファッショ的経済統制の基本的特質として,企 業と労働の面での組織化
を重視 し,国 民経済の有機的編成,'経 営協同体,指 導者原理等の特質を解明
した長守善のナチス分析は,こ のような日本の現実の具体的な政策形成過程
に少なか らぬ役割を果 したものと推定される。
お わ り に
われわれは,ヒ トラー ・ナチス党が単なる運動としてばか りでなく,ド イ
ツ国家の権力を掌握 し,ナ チス体制として自らの機構の整備に足を踏み出し
たその時期に,そ の現実を日本において同時代人 として受 け止め,ナ チスの
経済思想の社会科学的な分析に先駆的に取 り組んだ,我 妻栄 ・加田哲二 ・長
守善の三人を取 り上げ,そ れぞれの分析の成果とその内容の特徴及びその意
義について考察 してきた。
ワイマール的民主主義の立場から法思想的な観点に立ってこれを批判的に
分析 した我妻栄,日 本ファシズム批判の視点から,ま た昭和研究会の有力メ
ンバーとして経済協同体の構想と関連 させてナチス思想を批判する加田哲二,
土方成美に近い立場からナチズムを肯定的に評価し,そ の現実を具体的に解
(81)81
政経論叢 第71巻第1・2号
明することにより,そ のナチス像が事実上その後の 日本の国家統制的な経済
編成過程に重畳する長守善。観点や立場を異にしつつ,ほ ぼ同じ時期に試み
られたこの三人のナチス経済思想の分析の成果が,そ の先駆性においてのみ
ならず,社 会科学的な内容の質の高さにおいて もそれぞれ評価さるべきもの
を有 していたという点がほぼ理解できたと思 う。 その際かれ らのナチス研究
が,単 に ドイツ ・ファシズムの学問的な解明という面においてばかりでなく,
同時にファッショ化 しつつある同時代の日本の'現実の問題とも何 らかの形で
関連 し,ま た交錯 し合 っていたことも見逃すことのできない重要なことが ら
であった。三人のナチス分析の具体的な内容について改めて要約することは
せず,こ こではナチス思想の分析にあたって三人に共通 して見 られる認識の
枠組ない し視点について要点を整理 して 「おわ りに」 としたい。
① 第一 に,彼 らがナチズムを単なる反ユダヤ主義 ・民族主義 単なる全
体主義 としてではな く,資 本主義の展開との関連において,と くに個人主義
的自由主義的な資本主義の行づまりと危機への対応形態としえ捉えている点
が注目される。 それはナチス評価については対立的な経済学分野の二人,加
田哲二 と長守善 に共通 してみられるばかりでな く,法 律学者の我妻栄にも共
通する視点であった。ナチスの運動と体制を資本主義経済の危機とその深刻
な諸問題 との関連で捉えるというこの視座は,当 然のことなが ら,ナ チズム
を単なる政治問題としてではなく,何 よりも経済問題とそれに対する対応の
問題に結びつけることにな り,従 って経済政策思想や経済思想の問題は,ナ
チズムが備えるさまざまな特徴や現象の中で,と りわけ基軸的な位置を与え
られることになったのである。中小商工業の没落,農 民的経営の存立問題,
金融資本の支配,等 々の問題がそれである。それ らの問題を我妻は 「資本主
義組織の辿った,或 程度まで必然の行程」 と結 びつけ,ナ チスの理論を 「資
本主義組織の進展に即 して,果 してよ くその所期の目的を達 し得るものな り
や否や」の問題と関連させた。ナチスを 「資本主義の進展過程を一段前の段
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階に押 し戻さんとするもの」 と結論づける我妻の評価はまさにこうした視座
と不可分の関係にあったといってよいだろう。従 ってナチスを特徴づける人
種的民族主義 ・反ユダヤ主義や全体主義もこの観点に関連づけ られる働。 こ
のような視点は,同 じく資本主義の展開と関連づ けて捉えられた日本の同時
期の諸問題,と くに日本的 ファシズムの問題を,ナ チズムとの併行性 と共通
性において認識することを可能にした。その意味でこの視座は,社 会科学的
な観点か'ら見て,著 しく重要な意味をもっていたのである(39)。
② 公益優先原則 ・私的イニシャチヴ尊重 ・「反資本主義的」観念。 各種
の要求や原則からなるナチスの広い意味での経済思想のうち,三 人の論者が
一致 して認めるナチスの根本原則は,「 共通 の利益(公 益)は 私的な利益
(私益)に 優先する」(GemeinnutzgehtvorEigennutz)であ った。 それ
はこの原理をナチズムの 「至上命令」 とするという同時代 ドイツのナチス思
想理解に基づいており,そ の認識は本稿で取上げた三者だけでなく,同 時代
の日本人のナチス認識に共通するものでもあ った。194C年 末 に経済新体制
の基本理念として確定された 「公益優先」の原理はナチス思想の強い影響が
指摘されるが,そ の基盤はすでにこの時期にできていたのであった。
この原則は,個 人的利益の追求を基本原理 とす る自由主義的経済制度に対
して,民 族ないし国民の全体的な利益をもって私的利益に優先させることを
趣 旨としており,Gemeinnutzのgemeinは,民 族(国 民)社 会主義の民族 ・
国民に対応 し,そ れはまた政治的な全体主義と一体となっている。全体的利
'益
の優先というこの原則は,し か し,私 的所有と私的営利活動を決 して否定
しないばかりでな く,む しろ逆に私的個人的な創意を重視 し,そ れを基礎と
して成 り立つものであった。私的所有の承認,個 人の経済的イニシャチヴ尊
重,個 人の責任の重視,こ れらの観念も三人の論者が同 じように確認 したナ
チズムの根幹の思想であった。つまりナチスは営利原則,資 本主義的原理を
決 して否定 していない,と いう認識である。 この理解は経済新体制をめ ぐる
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論議の中でとくに財界が注目し,自 身の立場をナチスに結びつける時の根拠
としたものである。経済新体制確立要綱における 「企業担当者の創意 と責任
とに於て自主的経営に任ぜしめ」 る,と いう文言は,そ の意味です ぐれてナ
チス的であったといえるのである。
では私的利益の追求は民族的 ・国民的利益の観点か らいかなる形で抑制さ
れるか。本論で見たように我妻 ・加 田 ・長の三者 は一致 してナチス党綱領
11条 における 「利子隷属制の打破」(BrechungderZinsknechtschaft)を
これに結びつける。フェーダーによって強調され,不 労所得の廃止と並んで
ゴチック文字で記 されたこの利子隷属制の問題,国 民の利子負担の重圧の問
題は,私 的利益のあくなき追求の結果であり,国 民を全体 として圧迫す る最
大の問題であり,民 族的国民的利益の観点か ら除かれねばならない。我妻は
「ナチスの政治運動の総ての意義は悉 くこの主張の中に包含せ しめ られると
も称 し得 る」 とまで述べてこれを重視した㈹。それは銀行資本 ・金融資本の
支配の排除を意味し,そ れらによる土地の投機的取引,金 融投機,戦 時利得
などの暴利行為の排斥と結びつくはずである。
しか しナチスの 「社会主義」の核心をなすはずのこの金融資本批判,反 拝
金主義は,結 局のところ人種的観点に結びつけられ,も っぱ らユダヤ人の経
済活動,と くにユダヤ的金融資本の問題に帰着せ しめられた。この認識 も三
論者一'致している。
後の歴史研究は,ナ チズムにおける 「反資本主義的」な要素を重視するが,
利子奴隷制打破 ・不労所得の廃止の観念は,ま さにそのような 「反資本主義
的」とされるものの最たるものといえる。三人の論者 はすでに1933,34年
の時点でこの 「反資本主義的」 とされるものの内容とその実体を明確に分析
していたのである。その際加田は,上 述 したように,ナ チス運動の初期的段
階の特徴 として,こ の 「反資本主義的」な要素を重視 し,こ れを中間層の要
求と結びつけた。 しか しナチズムの後期形態 ・権力掌握後の段階の特徴とし
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て加田は,「反資本主義的」要素の後退 と資本主義的性格の強 まりを重視 し
た。我妻 と長は 「反資本主義的」の表現を用いることに慎重で,金 融資本へ
の攻撃,反 拝金主義の語をより多 く用いているが,い ずれにしても三者一致
していることは,政 権掌握前後におけるナチズムは基本的には資本主義的で
あり,金 融資本批判はユダヤ資本排除で しかないという理解であった。つま
り彼 らの場合ナチスの経済思想の全体的性格を 「反資本主義的」な側面で捉
えようとする観点は著 しく弱かったといってよいのである㈹。
③ 労働関係の反民主的性格。ナチス的な民族主義 ・全体主義の観点の下
で,資 本家と労働者の関係は階級関係としてではなく,民 族協同体的な関係
とみなされる。企業家を指導者,労 働者を従者とする指導者原則の下で,労
働組合による労使交渉,労 働関係の民主主義的原則は排除 され,経 営におけ
る企業者の強い指揮権が確保される。それをいかに評価するかは別 として,
我妻 ・加田 ・長は労働関係に関するナチス的特質の認識におい.て一致する。
長はそれを肯定的に評価 した。加田はそこに企業家の独裁的傾向を捉え,現
存の社会階級関係を固定化させるものとしてそれを厳 しく批判 し,フ ァシズ
ムの本質がそこにあると認識 した。我妻 も,そ のようなナチス的協同体理念
が既存の不当な勢力の無批判な是認,個 人の自主性の剥奪,権 力者による独
善的支配に帰結することを指摘 し,か つ強 く警告 した。
④ ナチズムと中間層との緊密な関連についても三人の論者の認識は共通
する。 しか し両者の関連のあり方についてはそれぞれ異なっていた。ナチズ
ムを 「中間階級層の運動としての外見」を備えた運動 と見る加田哲二は,そ
こに含 まれる矛盾を指摘 し,こ の運動が 「独占資本主義」の支配機構の構成
者によって利用 される運命にあるとみな し,ナ チス運動の推移 と転換を重視
した。ナチス運動は 「今日 〔1932年〕最早中間階級運動ではな」 く,「 ドイ
ツ大ブルジョアジーの運動」であるという加田の認識はそれと結びついてい
る。利子奴隷制打破等の考えはこの中間層的な要求に対応するもので,そ れ
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はイデオ ロギ ーと して残'され ることにな ると して も,や がて変え られ ること
にな るだ ろうと加 田は予想 した。 中間層 とナチス との関係 に同 じく注 目 しな
が ら,長 は,加 由 と異 な り,む しろナチス政権の下で 中小企業や農民層への
具体的な立法が打 ち出された事実を重要視す る。長は,中 間層政策が運動 に 闘
おいて ばか りでな く体制 としてのナチズムの下で継続す ることに注 目 したの
であ る。我妻 も長 と同様 に,農 民 ・中小商工業 の維持 とそのための保護 の原
則が党綱領 においてのみでな く,政 権掌握後 の諸立法 において も強 く打 ち出
され ている ことを明 らかに し,そ れが矛 盾を内包 している ことを指摘 した。
ナチス政権 の下 での こう した動 向について長守善 は特 別の問題性 を指摘 しな
か ったが,資 本主 義の進展の不可避 性を重視 す る我妻 は,中 間層 の維持 ない
し保護 の政策の実現 につ いて は終始 否定的であ ったのであ る。
以上 の ほか に も,と くに具 体的な政策 について,三 人の論者の間で共 通す
る認 識が存在 したが,こ こで は取 り上 げる必要がない だろう。 いずれ に して
もナ チス政権掌握 の時期 にお ける彼 らの ナチス認識 は,そ の後 のそれ ぞれの
ナチス分析 の土台 とな った。彼 らのその先駆的 なナチス分析 の成果 が,書 物
や論文 を通 じて,多 くの人 々に読 まれたであろ うことは想像 に難 くない。 だ
がこの後 日本人 に よるナチス理解 が どのよ うな方 向に向 って進 むか,そ れが
具体 的な政策 過程 にどう関連 す るか については,ナ チス諸立法 の翻訳,さ ら
に1939,40年 に 『新 独逸 国家体系』12巻 として刊行 され るH.H.Lammers/
H.Pfudtner(Hg.),Grundlagen,AufbauundWirtschaftsordnungdes
nationalsozialistischenStaates,Berlin1936-38の大翻訳事業,官 庁や 財界
のナ チス分析 などを含 めて検討 しなけれ ばな らない。
最後 に,上 の三人 の論者が ナチス経済思想 の分析 に当 って用 いた綱領 や立
法以外 の経済 関係 の同時代文献 の重要 な ものの うち,筆 者 が確認 したい くつ
かを付記 してお こう。
H.Reupke,DerNationalsozialismusunddieWirtschaft,Berlin1931;H.
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Braeutigam,WirtschaftssystemdesNationalsozialismus,Berlinl932;H.
Link,WirtschaftsethosundWirtschaftsordnung,in:Nationalsozialis一
tischesDenkenundWirtschaft,Stuttgart1932;K.Rieker,DasWirt-
schaftsprogrammdesNationalsozialismus,Berlinl933;A.R.Herrmann/
A.Nitsch,DieWirtschaftimnationalsozialistischenWeltbild,Leipzig
1934.
《注 》
(1)安 部 博 純 著 『日本 フ ァ シズ ム研 究 序 説 』 未 来 社,1973年,1995年(新装 版),
第1編 第1章,吉 見 義 明 「戦 前 に お け る 「日本 フ ァ シズ ム 』 観 の 変 遷 一1931
年 か ら1937年7」 「歴 史 学 研 究』451号,1977年,神 田文 人 「昭和 恐 慌 期 の 社
会 運 動 」 東 京 大 学 社 会 科学 研 究所 編 『フ ァシ ズ ム期 の 国 家 と社 会 』1,東 京 大
学 出版 会,1978年,ほ か。 安 部 氏 の著 書 及 び神 田 氏 の 論 文 は マ ル ク ス 主 義 以
外 の知 識 人 の フ ァ シズ ム論 に つ い て も言 及 して い る。
(2)安 部,前 掲 書,23頁(注)7,三 宅 正 樹編 「ベ ル リン ・ウ ィー ン ・東 京 』 論 創
社,1999年,第4章 。 但 し,マ ル クス 主 義 的 フ ァ シズ ム論 は,1935,36年 の
時期 に と くに 日本 の フ ァ シズ ム との 関連 で 再 び論 ぜ られ る。 吉 見,前 掲 論 文 。
(3)注(1)参 照 。
(4)山 口 定 氏 の著 書 『現 代 フ ァ シズ ム論 の 諸 潮 流 』 有 斐 閣,1976年,さ らに 栗
原 優 著 「ナ チ ズ ム 体 制 の 成 立 』 ミネ ル ヴ ァ書 房,1981年,中 村 幹 雄 著 「ナ チ
党 の思 想 と運 動 』 名 古 屋 大 学 出 版 会,1990年,ほ か の す ぐれ た 研 究 を見 よ。
(5)安 部,前 掲 書,23頁(注)7。
(6)安 藤 良 雄 著 「現 代 日本 経 済 史 入 門 』 日本 評 論 社,1963年,1980年(12刷),
249頁,最 近 で は 須 崎 慎 一 著 『日本 フ ァ シ ズ ム と その 時 代 』 大 月書 店,1989年,
347頁 以 下 。 な お こ の点 に関 連 して 筆 者 は社 会 経 済 史 学 会 関 東 部 会(2002年3
月16日 ・早 稲 田大 学)に お いて 「日本 に お け る ナ チ ス経 済 思 想 一 公 益 優 先 論
を め ぐって 一 」 な る報 告 を行 っ た。 な お下 記 の拙 稿 を も参 照 願 え れ ば幸 い で あ
る。0.Yanagisawa,"GemeinnutzgehtvorEigennutz"imStreitumdie
NeueWirtschaftsordnunginJapaninderkritischenZeit,in:R,G6mme1/
M.A.Denzel(Hg.),WeltwirtschaftundWirtschaftsordnung.Festschrift
fOrJurgenSchneiderzum65.Geburtstag,Stuttgart2002.
(7)今 中次 麿 著 「民 族 社 会 主 義 」254頁 以 下,263頁 以 下 。
(8)こ の論 文 は 「法 学 協 会 雑 誌 』 第52巻4,5各 号 に 掲 載 さ れ,戦 後 我 妻 栄 著
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『民法研究1』(有 斐閣,1966年)に 収められた。但 し,同 書巻末の著作 目録
には,本 論文の発表年,雑 誌巻号が誤って記載されている。なお,戦 前 ・戦時
の我妻の学問研究の状況については,「 ジュリス ト』 臨時増刊1974年6月21
日号(我 妻先生追悼 「特集 ・我妻法学の足跡』)参 照。なお,関 連 して,広 渡
清吾 「第三帝国におけるブルジョア法の 『転換』」東京大学社会科学研究所編
『ファシズム期の国家と社会』5,1979年 。但 し,広 渡氏はここでは氏の問題
意識と密接に関連すると思われる我妻のナチス法研究に立入って言及 していな
いo
(9)『 牧野先生還暦祝賀論文集』(有 斐閣,1938年)に 所収。 また同上 『民法研
究1』 に収録。
(10)『 杉山教授還暦祝賀論文集』(有 斐閣,1942年)に 収められた。 同上 「民法
研究1』 にも所収。
(11)同 上 『民法研究1』 「はしがき」をも参照。
(12)西 原寛一 「株式会社法に於けるナチス思想(一)」 『法学協会雑誌』第54巻8
号(1936年),117頁 。なお後述の長守善は著書 『ファッショ的統制経済』(日
本評論社,1934年)で この論文を参考文献 として掲げ,「詳細なナチス経済法
の紹介」と評価 している。
(13)我 妻のナチス批判については,同 「ナチスの民法理論(一)」644頁 以下,
同上(二)889頁 以下,と くに第4章 結語,参 照。「ナチスの方策に普遍性な
し」との判断を下 しつつ,し かも我妻は ドイツの 「非常時」における 「特殊的
事情」の存在の可能性を も考慮 し,最 終的な断定を避 けて,こ う表明する。
「畢寛私は,ナ チスの民法理論に於て,個 人主義的自由主義理論を修正せん と
する一の特異な試みを獲見する。その理論の裡には矛盾 もあり,疑 問を抱かし
むるものも少 くない。然 し又反封に,教 訓に富み暗示を含むものも決 して絶無
ではない。 しか もこの理論は,次 ぎ次ぎにその修正補充を加へつつ,今 強大な
政治権力によって欧洲の一角に試練を試み られつつある。私は個人主義的民主
理論の何等かの意味に於ける修正の必然を信ずる一民法學徒として多大の興味
をもつて事のな りゆきを観察する者なのである。」なお,我 妻 「ナチスの私法
原理 とその立法」『法律時報」第6巻3号,1934年3月(同 上 『民法研究1』
所収),の 末尾の 「ナチスよ,お まへはどこへゆ く」の一節を も参照。
(19)同 「ナチスの所有権理論」同 『民法研究1』(ペ ージ数はこれによる),384
頁以下,同 「ナチスの契約理論」同上(同 上),74頁 以下。
(15)森 戸辰男i著 『独逸労働戦線 と産業報国運動」改造社,1941年,序 。
(16)拙 稿 「戦時期日本における経済倫理の問題(上)(下)」 「思想」第934・936
各号,2002年2月 ・4月,参 照
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(17)わ れわれは,同 時に我妻が非合理的でない 「本来的な協同体理論」,「本来の
意味での協同体」を承認 していたことに注意 しなければならない。人間の生活
関係のうちに,契 約理論では説きえない協同体的関係の存在を認め,農 民家族 ・
農民団体(農 村共同体ではない)を 本来的な共同体として,こ れを是認する我
妻の協同体理解をいかに位置づけるべきかが問題とされねばな らないだろう。
「ナチス所有権論の根抵に横たわる協同体理論か ら,そ の人種法則的法律観に
基づく神秘的な,信 仰にかくれた,非 合理性を濾過 し,こ れをもって現実に即
した批判的な指導原理とせよ,そ うすることによってのみその理論は普遍性と
合理性を持つことが出来るであろう。」(「ナチスの所有権理論」386頁)個
体の確固たる自主的地位を土台とする我妻の合理的な協同体の理念をいかに理
解 したらよいか。それはまたナチス ・ドイツと戦後 ドイツとの関係,さ らには
我妻が立法の現実にも関与 した日本の戦時と戦後改革,そ して戦後との関係の
問題にも関わるだろう。我妻栄著 「経済再建 と統制立法』.有斐閣,1948年,
をも参照。
(18)加 田哲二については,増 井健一 「昭和12-1E年 の三田経済学部の先生たち」
「近代 日本研究』15(1998年)101頁 以下,『 慶慮義塾の経済学(福 澤先生没後
100年 記念)」2001年1月,ほ か。
(19)酒 井三郎著 『昭和研究会』TBSブ リタニカ,1979年,135,154頁 以下。 東
亜ブロック経済研究会は1938年 に発足 し,翌39年 に研究会の成果を,昭 和研
究会著 『ブロック経済に関する研究』(生 活社)と して発表す る。加 田は同会
委員長として,第1章 と第6章 の理論的ないし総括的な部分を担当 している
(後述参照)。 なお同会の活動状況については,同 上書第一章に付せられた 「資
料」参照。加田は後者の文化研究会で 「日本主義とその諸内容について」を報
告 した(そ のあとに笠信太郎による 「経済再編成の問題について」が続 く)。
三木が執筆 した 「新日本の思想原理」(1939年1月)は この研究会の報告書で
あるが,こ れは前者の委員会で も討議されている(上 記 「資料」(五)参 照)。
(20)米 谷匡史 「戦時期日本の社会思想」『思想』 第882号,1997年 。CfW.M,
FletcherIII,TheSearchforaNewOrder.IntellectualsandFascismin
PrewarJapan,TheUniversityofNorthCarolinaPress,1982,5,esp.pp.86.
フレッチャーはナチズムの昭和研究会への影響について注目している。 しか
し,フ レッチャーは,ナ チズムを0.Nathanら の同時代英語文献 に基づいて
理解するに止 どまり,十 分とはいえず,昭 和研究会への影響についても表面的
な叙述に止まっている。本稿の内容が示すように当時の日本の知識人は,ナ チ
ズムの本質についてフレッチャーよりもはるかに正確な理解を示 していた。
(21)加 田 「国民主義 と国際主義』238頁 以下,243頁 。
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政経論叢 第71巻 第1・2号
(22)同 『日本国家社会主義批判』序
(23)同 上,と くに186頁 以下。
(24)同 上,60頁 。
(25)こ の論文は同雑誌第27巻3号 に掲載された。加田は当時ナチス関連文献の
蒐集に力を注いでおり,そ の蒐集文献をもとにしたナチス文献展示会が,同 大
学の図書館で開かれたのは翌34年6月 であった。その展示文献 が,加 田 「国
民社会主義(ナ チス文献)」 として,同 雑誌第38巻7号(1934年7月)に紹
介されている。文献が広範囲に及んでいることに驚かされる。
(26)同 「ドイツ国民社会主義の経済観」25頁 以下,41頁,45頁 以下。
(27)栗 原優 「ナチス党網領の歴史(上)(下)」 『西洋史学』XCIII,XCIV,1974。
ロイプケについては同上(下)。
(28)上 出 「ブロック経済に関する研究』,と くに第6章 。
(29)米 谷,前 掲論文,85頁 以下,参 照。加田はやがて日本の武力的行動の完成
をアジア解放の条件として考え,そ の民族協同の理念を 「肇国の精神」に結び
つけるようになる。この間加田は次のような著書を公にしている。同署 『戦争
本質論』慶応書房,1942年,同 『日本経済学者の話」同,1942年,ほ か。な
お加田の動向については,伊 藤隆著 『昭和10年 代史断章』東京大学出版会,
1981年 も参照。
(30)我 妻は最初の論文でこの書物を注で引用し,「 ナチス支配下 の ドイツの国状
のよき概観を与える」と評価している。また,ナ チス綱領の訳文について も,
本書を参照 している。本書の内容は,後 め長の著作 『ナチス経済建設』 日本評
論社,1939年,1940年(再 版)に 吸収された。
(31)土 方成美著 『統制経済政治機構』「はしがき」。なお土方は1932年 に 『ファッ
シズム』(岩 波書店)を 公にしているが,内 容はイタリア ・ファシズムの分析
である。
(32)長 守善著 『ナチス』「はしがき」
(33>同 上,224頁 。
(34)同 上,第5章 。
(35)同 『ファッショ的統制経済」 日本評論社,1934年,と くに122頁 。 なおこ
の書物は 「新経済学全集」の第11巻 として刊行された。
(36)同,第 三章第二節,参 照。
(37)鳳144頁,ま た119頁 以下をも参照。
(38)戦 争ないし総力戦の思想として理解 されていないことに注意願いたい。
(39)共 通性の認識は同時に特殊性の認識を伴う。両者は表裏一体の関係にある。
それは公益優先等のナチス思想 と日本へのその導入 ・適用が現実の問題となる
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経済新体制期にこれまでにな く強 く意識される。ナチス ・ドイツ論は,こ のよ
うな現実の必要性にせまられて,不 可避的に日独比較論の形をとることになり,
その中でまた日本の特殊性が意識され,そ して強調される。 日本の特殊性の認
識はこの場合,そ れ自体としてではなく,ナ チス ・ドイツとの同時代的共通性
の認識の中でなされていることに注意が必要である。論議は単にアカデミック
な学問研究の次元においてのみではなく,経 済新体制のあり方をめぐる現実の
政治状況と密接に結びつく形でなされた。このことについては別の機会に立入っ
て論 じたい。
(40)我 妻 「ナチスの民法理論(二)」837頁 。
(41)も ちろんナチズムを 「反資本主義的」 とする見方が存在したことも事実であ
る。それは同時代の資本主義的立場からの国際的なナチス批判の局面とも関係
する。
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